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(57)【要約】
【課題】被着体に貼り付けた状態で被着体欠点の検査が容易に出来、粘着剤を剥がした際
には被着体への糊残りがなく、かつ、粘着剤塗布後の養生期間が不要である表面保護粘着
フィルムの製造方法を提供する。
【解決手段】離型性フィルムなどの離型性を持つセパレーターの上に、硬化後に常温で粘
着性能を発現する放射線硬化可能な樹脂層と、硬化後に常温で粘着性能を発現しない放射
線硬化可能な樹脂層を多層コーティングし、紫外線などの光硬化反応を用いて、それぞれ
のコート層を同時に硬化させて、表面保護粘着フィルムを得る。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エネルギー線硬化により常温で粘着性能を発現する粘着剤層形成用の樹脂層Ａと、エネ
ルギー線硬化により常温で粘着性能を発現しないで固化する非粘着層形成用の樹脂層Ｂと
を多層コーティングした後に、エネルギー線を照射して前記樹脂層Ａと樹脂層Ｂを同時に
硬化させることにより、非粘着層の一方の面に粘着剤層が積層された粘着フィルムを一度
に形成することを特徴とする表面保護粘着フィルムの製造方法。
【請求項２】
　前記樹脂層Ａおよび樹脂層Ｂは、セパレーター上に多層コーティングすることを特徴と
する請求項１に記載の表面保護粘着フィルムの製造方法。
【請求項３】
　樹脂層Ｂの一部、もしくは全部が帯電防止性能を有するエネルギー線硬化性樹脂である
ことを特徴とする請求項１または２に記載の表面保護粘着フィルムの製造方法。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか一項に記載の製造方法により得られることを特徴とする、非
粘着層の一方の面に粘着剤層が積層された表面保護粘着フィルム。
【請求項５】
　ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測定方法で傾斜角度３０度にて測定
したボールタックは、前記非粘着層側の表面の硬化後のボールタックが０で、前記粘着剤
層のボールタックが１以上であることを特徴とする請求項４に記載の表面保護粘着フィル
ム。
【請求項６】
　全光線透過率９０％以上、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた接着力測定方法で測定した１
８０度引きはがし接着力が０．０５Ｎ／インチ以上の粘着性能を有することを特徴とする
請求項５に記載の表面保護粘着フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、液晶テレビ、コンピュータ、携帯電話、カーナビ等のディスプレイ
画面等に用いられる偏光板等の光学シートの加工、実装時における保護用に使用される表
面保護粘着フィルムの製造方法および表面保護粘着フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板等の光学用シートの加工、実装工程では、当該シートの傷・汚れ防止として表面
保護フィルムを貼付し、裏面に粘着剤を塗布して乾燥し、剥離フィルムを合わせた後、目
標とする偏光角度に合せて断裁し、積層保存されるのが常である。
【０００３】
　当該用途に使用される表面保護フィルムは、一般にポリオレフィンフィルムやポリエス
テルフィルムなどの基材に粘着剤をコーティングしたり、粘着特性を有する樹脂を押出ラ
ミネートしたりして、フィルムの片面に粘着層を設けたもので、製品形態として複数の種
類のものがあり、使用用途に合わせて表面保護フィルムを選定している。ディスプレイ画
面に貼付する際には、オートクレーブ等の加熱処理が行われることがあるため、ディスプ
レイのアセンブル工程まで貼付される表面保護フィルムには熱収縮等を生じない耐熱性を
有したものが使用されている。
　また、偏光板等の光学用シートを検品する際に、表面保護シートを剥がして検査し、そ
の後また表面保護フィルムを貼り合わせることが行なわれていたが、近年は、保護フィル
ムを貼り付けたまま検査できる表面保護フィルムが要求されている。耐熱性が良好なこと
や貼り付けたまま検査できる長所から、近年ＰＥＴ基材タイプの粘着フィルムの需要が増
加している。
【０００４】
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　粘着剤を基材フィルムに塗布する方法では、基材フィルムの厚さがロールに巻き取れる
程度の厚さを有していないと、連続加工ができないという問題がある。また、基材フィル
ム自体は、ロール状に巻き取るときの摩擦によるシワや傷つき等の問題を避けるため、カ
オリン、炭酸カルシウム、コロイダルシリカ等の滑材を添加する、樹脂合成時に使用する
触媒等の一部または全部を析出させる、もしくは表面に微粒子層や塗布層を設ける（例え
ば特許文献１、２参照）等の方法により、基材フィルムの表面に滑り性を付与して、ロー
ル状に円滑に巻き取れるようにしている。しかし、光学分野への応用を考慮すると、基材
フィルム自体は高透明な樹脂を採用しても、滑材の添加、触媒の析出、表面への凹凸の形
成等の手法を採用した場合には、基材フィルムの光学特性（透明性など）が劣ると考えら
れる。
　また、粘着剤のＰＥＴフィルム基材に対する投錨力が弱い場合には、被着体から保護フ
ィルムを剥がす際に、粘着剤が被着体表面に残ってしまう（糊残り）虞があることから、
２液硬化タイプの粘着剤を用い、粘着剤を塗付後、養生により基材への投錨力を高めてい
る。このため、粘着剤加工後から製品化まで納期がかかる欠点があった。
【０００５】
　表面保護フィルムは使用後に廃棄物となるが、粘着フィルムが廃棄物となったときの減
容化の点から基材フィルムの厚さを薄くすることも求められつつある。しかし、従来の製
造方法では、基材フィルムの厚さが薄くなると、粘着剤の塗工・乾燥装置における加工時
に基材フィルムに掛ける張力を弱くせざるを得ず、基材フィルムのシワ、よじれを防ぐた
めには、基材フィルムの厚さに比べて粘着剤層を厚く塗布することが難しいのが実情であ
る。また、粘着剤をセパレーター上に塗布した後に基材フィルムを貼り合わせる方法の場
合、基材フィルムの厚さが薄いと基材フィルムの貼合時にシワや浮きが生じやすいという
問題がある。
【特許文献１】特開平５－７０６１２号公報
【特許文献２】特開２００３－１１９３０５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、非粘着層と粘着剤層との密着性に優
れ、粘着剤の養生の必要がない、非粘着層の薄膜化が可能な上、非粘着層中に透明性など
光学特性を低下させる滑材などを含ませる必要がなく、生産性に優れた表面保護粘着フィ
ルムの製造方法および表面保護粘着フィルムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を解決するため、本発明は、エネルギー線硬化により常温で粘着性能を発現す
る粘着剤層形成用の樹脂層Ａと、エネルギー線硬化により常温で粘着性能を発現しないで
固化する非粘着層形成用の樹脂層Ｂとを多層コーティングした後に、エネルギー線を照射
して前記樹脂層Ａと樹脂層Ｂとを同時に完全に硬化させることにより、非粘着層の少なく
とも一方の面に粘着剤層が積層された粘着フィルムを一度に形成することを特徴とする表
面保護粘着フィルムの製造方法を提供する。
　本発明の製造方法において、前記樹脂層Ａおよび樹脂層Ｂは、無溶剤型のエネルギー線
硬化性組成物からなることが好ましい。前記樹脂層Ａおよび樹脂層Ｂは、セパレーター上
に多層コーティングすることができる。また、樹脂層Ｂの一部、もしくは全部が帯電防止
性能を有するエネルギー線硬化性樹脂であってもよい。
【０００８】
　また、本発明は、上述の製造方法により得られることを特徴とする、非粘着層の少なく
とも一方の面に粘着剤層が積層された表面保護粘着フィルムを提供する。
　本発明の表面保護粘着フィルムにおいて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボール
タック測定方法で傾斜角度３０度にて測定したボールタックは、前記非粘着層側の表面の
硬化後のボールタックが０で、前記粘着剤層のボールタックが１以上であることが好まし
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い。
　さらに、検査適性の優れた表面保護フィルムとしての役割を果すためには、全光線透過
率９０％以上、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた接着力測定方法で測定した１８０度引きは
がし接着力が０．０５Ｎ／インチ以上の粘着性能を有することが好ましい。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、粘着剤層形成用の樹脂層Ａと、非粘着層形成用の樹脂層Ｂとを同時に
重合・硬化させて粘着剤層と非粘着層とを一度に形成するので、下記の効果を奏する。
（１）非粘着層と粘着剤の層間に化学結合が形成しやすくなることや非粘着層に対する粘
着剤層の投錨効果により密着性が向上するので、被着体に貼付後に剥離した場合でも、糊
残りの問題が発生しにくくなる。
（２）非粘着層および粘着剤の厚さを自由に設定することができ、非粘着層の厚さを薄く
しても製造上の問題が生じない。よって、従来よりも薄型の表面保護粘着フィルムを製造
することができる。
（３）製造工程中、非粘着層を単独でロール状に巻き取る工程がないので、非粘着層に滑
材など滑り性を付与するための成分を混入させる必要がない。よって、透明性等の光学特
性的が優れた表面保護粘着フィルムを製造することができる。
【００１０】
　粘着剤層形成用の樹脂層Ａと、非粘着層形成用の樹脂層Ｂとして、無溶剤型のエネルギ
ー線硬化性樹脂組成物を用いた場合、溶剤を使用しないので作業環境の悪化や大気汚染に
つながる揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の発生もほとんどない。また、エージング（養生）
や乾燥が不要のため、生産に要する時間が短くなり、コンパクトな設備で製造できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、最良の形態に基づいて本発明を説明する。
　本発明の表面保護粘着フィルム（以下、単に粘着フィルムという。）の製造方法は、エ
ネルギー線硬化により常温で粘着性を発現する粘着剤層形成用の樹脂層Ａと、エネルギー
線硬化により常温で粘着性を発現しないで固化する非粘着層形成用の樹脂層Ｂとを多層コ
ーティングした後に、エネルギー線を照射して前記樹脂層Ａと樹脂層Ｂとを同時に完全に
硬化させることにより、非粘着層の少なくとも一方の面に粘着剤層が積層された粘着フィ
ルムを一度に形成することを特徴とする。
【００１２】
　ここで、粘着剤層形成用の樹脂層Ａおよび非粘着層形成用の樹脂層Ｂを形成する方法と
しては、セパレーター上への多層コーティングを好ましく採用することができる。この場
合、セパレーターの上には、前記樹脂層Ａおよび樹脂層Ｂを少なくとも各１層ずつコーテ
ィングすれば一般的な粘着フィルムの構成となるが、本発明において粘着剤層形成用の樹
脂層Ａおよび非粘着層形成用の樹脂層Ｂの積層の数や厚さは、多層コーティングした全体
が可撓性を有する限りにおいて限定されず、必要となる機能によって粘着剤層形成用の樹
脂層Ａおよび／または非粘着層形成用の樹脂層Ｂを複数層とすることもできる。また、表
面保護粘着フィルムとして、帯電防止性能が要求される場合には、非粘着層形成用の樹脂
の一部または、全部を帯電防止性能を有するエネルギー線硬化可能な樹脂にすることもで
きる。
【００１３】
　セパレーターとしては、例えば、ポリカーボネートフィルム、ポリアリレートフィルム
、ポリエーテルスルホンフィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエステルフィルム、ポリ
アミドフィルム、ポリイミドフィルム、ポリスチレンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム
、ポリオレフィンフィルム、ノルボルネン系フィルム、フェノキシエーテル型重合体フィ
ルム、有機耐透気性フィルムをはじめとする単層または複層プラスチックフィルムにシリ
コーン系剥離剤等による剥離処理を施して少なくとも片面が剥離性を有する剥離フィルム
；紙にシリコーン系剥離剤等による剥離処理を施して少なくとも片面が剥離性を有する剥



(5) JP 2008-174612 A 2008.7.31

10

20

30

40

50

離紙；フッ素系樹脂フィルムやある種のポリオレフィン系フィルムなどフィルム自体が剥
離性を有するフィルム；剥離剤を内添して製膜したフィルムなどが挙げられる。セパレー
ターの厚さに限定はないが、通常は５～５００μｍ、好ましくは１０～１００μｍとする
ことが多い。セパレーターは、使用する粘着剤や使用用途（剥離強度）に合わせて選ばれ
るものとする。
【００１４】
　粘着剤層形成用の樹脂層Ａは、エネルギー線照射により硬化するエネルギー線硬化性化
合物を含有する、粘着剤層形成用の樹脂組成物のコーティングによって形成することがで
きる。樹脂層Ａの硬化に用いるエネルギー線としては、加熱や、活性エネルギー線（紫外
線、電子線、場合により可視光線など）が挙げられる。
　加熱により硬化を図る場合には、予め粘着剤層形成用の樹脂組成物全体に対し０．１～
５重量％程度の重合開始剤を配合するのが通常である。重合開始剤としては、有機過酸化
物系やジアゾニウム系重合開始剤などが好適に用いられる。
　紫外線や可視光線などの照射により硬化を図る場合には、予め粘着剤層形成用の樹脂組
成物全体に対し０．１～１０重量％程度の重合開始剤を配合するのが通常である。しかし
、カチオン系、アニオン系重合方式を用いる場合は必要ない場合もある。なお活性エネル
ギー線照射の場合は、照射後に必要に応じて加熱処理を行うことにより、硬化の完全化を
図ることもでき、その逆に加熱処理を行ってからエネルギー線照射でも構わず、二種以上
のエネルギー線照射を組み合わせても構わない。
【００１５】
　紫外線や可視光線などの照射により硬化を図る場合に用いられる光重合開始剤は、特に
限定されず、例えばベンゾイン、イソプロピルベンゾインエーテル、イソブチルベンゾイ
ンエーテル、ベンゾフェノン、ミヒラーケトン、クロロチオキサントン、ドデシルチオキ
サントン、ジメチルチオキサントン、ジエチルチオキサントン、アセトフェノンジエチル
ケタール、ベンジルジメチルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、
２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン等が挙げられるが、中で
もベンジルジメチルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒド
ロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オンなどが好適に用いられる。
　カチオン系光重合開始剤としては、オニウム塩系、トリ（置換）フェニルスルホニウム
系、ジアゾスルホン系、ヨードニウム系などの開始剤が好適に用いられる。アニオン系光
重合開始剤には、アルキルリチウム系などの有機金属系開始剤などが好適に用いられる。
　粘着剤層形成用の樹脂組成物の配合は、エネルギー線硬化後の皮膜のボールタックが、
ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測定方法で傾斜角度３０度にて測定し
たボールタックが１以上であることが好ましい。
【００１６】
　粘着剤層形成用の樹脂組成物としては、流動性ある無溶剤型の高粘度粘着性樹脂組成物
が好ましい。特に、ソフトセグメントを与えるモノマー成分およびハードセグメントを与
えるモノマー成分（さらには必要に応じ官能基含有モノマー成分や多官能の（メタ）アク
リレート成分）を共重合して得られる粘着剤グレードのアクリル系共重合体を必須の構成
要素とするものが好適に用いられる。
　なお、本明細書において「（メタ）アクリレート」とは、「アクリレートおよび／また
はメタクリレート」を意味する。
【００１７】
　前記粘着剤グレードのアクリル系共重合体において、重合したときにソフトセグメント
を与えるモノマー成分としては、アルキル基の炭素数が４以上のアルキルアクリレート（
ｎ－ブチルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート
等）、アルキル基の炭素数が６以上のアルキルメタクリレート（ｎ－ヘキシルメタクリレ
ート、２－エチルヘキシルメタクリレート等）などが挙げられる。これらのモノマーは単
独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００１８】
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　ハードセグメントを与えるモノマー成分としては、アルキル基の炭素数が１～３のアル
キルアクリレート（メチルアクリレート等）、アルキル基の炭素数が１～５のアルキルメ
タクリレート（メチルメタクリレート等）、酢酸ビニル、スチレンなどが挙げられる。こ
れらのモノマーは単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００１９】
　官能基含有モノマー成分としては、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、イタコン
酸、無水イタコン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フマール酸、グリシジル（メタ）ア
クリレート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－
ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキ
シプロピルメタクリレートなどのヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートなどが挙げら
れる。これらのモノマーは単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２０】
　多官能の（メタ）アクリレート成分としては、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプ
ロピレングリコール、トリプロピレングリコール、ポリプロピレングリコール、ブチレン
グリコール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロ
パン、グリセリン、ペンタエリスリトールなどの多価アルコールのジ、トリまたはポリ（
メタ）アクリレート；ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００２１】
　粘着剤グレードのアクリル系樹脂組成物には、上記のアクリル系共重合体とともに、先
に述べたソフトセグメントを与えるモノマー、ハードセグメントを与えるモノマー、官能
基含有モノマー、多官能の（メタ）アクリレートを、モノマー状で添加することが好まし
い。これらのモノマーは、製膜時にはアクリル系共重合体の可塑剤として作用して流動性
を与え、後にエネルギー線照射によって硬化して重合する。このようなモノマーと共にあ
るいはこのようなモノマーに代えて、比較的低分子量のオリゴマーや一般の可塑剤を用い
ることもできる。
　また、粘度を高くするためにオリゴマー樹脂へ上記アクリレートモノマーを添加する配
合もある。オリゴマーの具体例としては、ポリエステル系やポリカーボネート系などのウ
レタンアクリレート、ポリエステルアクリレート、エポキシアクリレート、ポリエチレン
グリコールジアクリレート、市販のオリゴエステルアクリレート、上記同様のメタクリレ
ート類等などが挙げられる。これらのオリゴマーは単独で用いてもよく、二種以上を組み
合わせて用いてもよい。
【００２２】
　高粘度粘着性樹脂組成物としては、上記のアクリル系重合体を必須の構成要素とするも
ののほか、ウレタン系、ポリカーボネート系、ポリエステル系、アクリルウレタン系、ゴ
ム系、ビニル系、シリコーン系などの粘着剤グレードの樹脂組成物も用いることができる
。
　また、保護フィルム剥離時の剥離帯電を低減する目的で、上記粘着性樹脂組成物に、金
属、金属酸化物、界面活性剤、導電性ポリマー、イオン性液体などを混合したり、イオン
性を有する官能基を導入したモノマー、オリゴマー、ポリマーからなる樹脂などを用いる
こともできる。
【００２３】
　粘着剤層形成用の樹脂組成物の粘度は、２０～１０００００ｃｐｓ／２０℃程度、好ま
しくは２０～８００００ｃｐｓ／２０℃、さらに好ましくは２０～１２０００ｃｐｓ／２
０℃とするのが適当である。
【００２４】
　非粘着層形成用の樹脂層Ｂは、非粘着層形成用の樹脂組成物のコーティングによって形
成することができる。非粘着層形成用の樹脂組成物は、流動性ある無溶剤型のエネルギー
線硬化性組成物が好ましい。このエネルギー線硬化性組成物は、エネルギー線により硬化
するエネルギー線硬化性化合物を必須成分として含有し、硬化後にタックのない樹脂が用
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いられる。
【００２５】
　帯電防止性能が要求される場合には、非粘着層形成用の樹脂の一部または、全部を帯電
防止性能を有するエネルギー線硬化可能な樹脂にすることもできる。帯電防止性能を有す
るエネルギー線硬化可能な樹脂としては、導電性を有する金属や金属酸化物の粒子、ウィ
スカーなどをエネルギー線硬化可能な樹脂に混合したもの、エネルギー線硬化可能な樹脂
に界面活性剤を混合または界面活性を示す置換基を導入したもの、導電性ポリマーをエネ
ルギー線硬化可能な樹脂に混合したもの、などが挙げられる。
【００２６】
　また、非粘着層の表面（粘着剤層の反対面）に防汚染性を有するエネルギー線硬化可能
な樹脂を用いても良い。防汚染性を有する樹脂には、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、長鎖
アルキル基含有樹脂エネルギー線硬化可能な樹脂に混合したもの、これらの樹脂にエネル
ギー線硬化可能な官能基を導入したものなどが挙げられる。
【００２７】
　硬化に用いるエネルギー線としては、加熱や、活性エネルギー線（紫外線、電子線、場
合により可視光線など）が挙げられる。
　加熱により硬化を図る場合には、予め非粘着層形成用の樹脂組成物全体に対し０．１～
５重量％程度の重合開始剤を配合するのが通常である。重合開始剤としては、有機過酸化
物系やジアゾニウム系重合開始剤などが好適に用いられる。
　紫外線や可視光線などの照射により硬化を図る場合には、予め非粘着層形成用の樹脂組
成物全体に対し０．１～１０重量％程度の重合開始剤を配合するのが通常である。しかし
、カチオン系、アニオン系重合方式を用いる場合は必要ない場合もある。なお活性エネル
ギー線照射の場合は、照射後に必要に応じて加熱処理を行うことにより、硬化の完全化を
図ることもでき、その逆に加熱処理を行ってからエネルギー線照射でも構わず、二種以上
のエネルギー線照射を組み合わせても構わない。
【００２８】
　紫外線や可視光線などの照射により硬化を図る場合に用いられる光重合開始剤は、特に
限定されず、例えばベンゾイン、イソプロピルベンゾインエーテル、イソブチルベンゾイ
ンエーテル、ベンゾフェノン、ミヒラーケトン、クロロチオキサントン、ドデシルチオキ
サントン、ジメチルチオキサントン、ジエチルチオキサントン、アセトフェノンジエチル
ケタール、ベンジルジメチルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、
２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン等が挙げられるが、中で
もベンジルジメチルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒド
ロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オンなどが好適に用いられる。
　カチオン系光重合開始剤としては、オニウム塩系、トリ（置換）フェニルスルホニウム
系、ジアゾスルホン系、ヨードニウム系などの開始剤が好適に用いられる。アニオン系光
重合開始剤には、アルキルリチウム系などの有機金属系開始剤などが好適に用いられる。
【００２９】
　非粘着層形成用の樹脂組成物の配合は、エネルギー線硬化後の皮膜のボールタックが、
ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測定方法で傾斜角度３０度にて測定し
たボールタックが０であることが好ましい。
【００３０】
　前記エネルギー線硬化性化合物としては、アルキルアクリレートやアルキルメタクリレ
ート、などの単官能の（メタ）アクリレート成分；多価アルコールのジ、トリまたはポリ
（メタ）アクリレートやヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートなどの多官能の（メタ
）アクリレート成分；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、イタコン酸、無水イタコ
ン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フマール酸、グリシジル（メタ）アクリレート、Ｎ
－メチロールアクリルアミドなどの官能基含有モノマー成分；酢酸ビニル、スチレン、ア
クリルウレタン系オリゴマーなどが挙げられる。
【００３１】
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　本発明の粘着フィルムの製造方法では、セパレーターまたはその他の被塗布物の上に、
粘着剤層形成用の樹脂層Ａおよび非粘着層形成用の樹脂層Ｂを多層コーティングし、エネ
ルギー線を照射して粘着剤層形成用の樹脂層Ａと非粘着層形成用の樹脂層Ｂとを同時に硬
化させる。また、エネルギー線を照射するとき、必要に応じて、コーティング層の上にエ
ネルギー線を透過可能なセパレーター等を被せておくことができる。
　これにより、非粘着層の少なくとも一方の面に粘着剤層が積層された粘着フィルムを一
度に形成することができる。このように製造される粘着フィルムは、非粘着層側の表面（
粘着剤層と反対の側に非粘着層が露出されていれば当該非粘着層の表面；帯電防止層等が
ある場合は、当該帯電防止層等の表面）の硬化後のボールタックが０で、粘着剤層のボー
ルタックが１以上であることが好ましい。ここでボールタックは、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７
に準じた傾斜式ボールタック測定方法で傾斜角度３０度にて測定される。これにより、常
温で粘着性を発現する粘着剤層と、常温で粘着性を発現しない非粘着層とを有する粘着フ
ィルムを得ることができる。
【００３２】
　非粘着層形成用の樹脂組成物の粘度は、粘着層形成用の樹脂組成物と同じでも構わない
し、異なっても構わない。各層をコーティングし各層が完全に相溶する前にエネルギー線
を照射して硬化させることにより非粘着層および粘着層を一括で得ることが出来る。粘度
が高い樹脂組成物を先にコーティングし、その後で粘度の低い樹脂組成物をコーティング
するほうが、実際の生産工程では既存の装置を活用できるのでより良いと考えられる。ま
た、粘度の低い樹脂組成物をセパレーターなどの支持体へコーティングする前に完全に硬
化しない程度のエネルギー線を照射することにより粘度を少し上げてからコーティングす
る方法や、低粘度のままコーティングした後に、完全に硬化しない程度のエネルギー線を
照射することにより粘度を少し上げてから次の低粘度組成物を積層コーティングし、その
後で完全にエネルギー線による硬化させる手順を踏むなど、先にコートする樹脂組成物に
対して何らかの方法で粘度をあげてから、次の樹脂組成物をコーティングすることが実際
の生産工程では有効となる。
【００３３】
　非粘着層形成用樹脂及び粘着層形成用の樹脂の塗工には、公知の塗工機を用いて塗工す
ればよい。具体的には、セパレーターの離型面に、グラビアコート、ダイコート、キスコ
ート、バーコート、コンマコート、リバースロールコートなどにより非粘着層形成用樹脂
および粘着層形成用樹脂を塗工し、その後、加熱、紫外線、電子線、可視光など、エネル
ギー線を与えて、樹脂を硬化させる。エネルギー線照射時にオゾンや活性酸素が発生する
場合には、樹脂の硬化を妨げる虞があるため、照射雰囲気を窒素などの不活性ガスで置換
したり、あらかじめ樹脂塗工面をセパレーターで覆った後にエネルギー線を照射する方法
をとることで樹脂の硬化阻害を回避することができる。
【００３４】
　樹脂の塗布厚は特に限定されるものではないが、非粘着層形成用樹脂層については１～
２００μｍ程度が好ましく、表面保護特性、ハンドリング性及び廃棄物減容の観点からは
５～４０μｍ程度がより好ましい。また、粘着層形成樹脂層の樹脂厚は、１～１００μｍ
程度が好ましく、粘着特性、ハンドリング性および廃棄物減用の回転から４～２５μｍ程
度がより好ましい。
【００３５】
　樹脂の硬化作業は、樹脂の種類、構造により異なるが、加熱硬化タイプであれば、熱風
循環式オーブンや赤外線照射機を用い、紫外線硬化型であれば、高圧水銀灯、メタルハラ
イドランプ、無電極紫外線照射装置などを用いれば良い。また、可視光硬化型であれば蛍
光灯、ＬＥＤなどの光源を使用すれば良い。与えるエネルギー量は、樹脂の構造、重合開
始剤・増感剤の種類・添加量、エネルギー線照射機の種類などにより異なる。樹脂の硬化
状況を確認しながら、適切な硬化方法、硬化条件を設定すれば良い。
【００３６】
　従来、溶剤型粘着剤を基材フィルムに塗工して粘着フィルムを製造する場合では長大な
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乾燥機が必要であったが、本発明において、無溶剤型の樹脂を使用すれば、乾燥機が必要
ないので、繰り出し装置から巻き取り装置までの設備全長をコンパクトに収めることがで
きる。また、乾燥やエージングが必要ないため製造に要する時間を短縮でき、生産性の向
上、塵埃が製品に付着することの抑制を図ることができる。
【００３７】
　なお、本発明において、粘着剤層形成用の樹脂層Ａおよび非粘着層形成用の樹脂層Ｂが
多層コーティングされる被塗布物は、粘着フィルムのセパレーターである必要はなく、例
えばシリコーン等で剥離処理したステンレス板などを用いて、その上で多層コーティング
およびエネルギー線照射を行い、粘着剤層および非粘着層を有する粘着フィルムを製造す
ることもできる。この場合、被塗布物から粘着フィルムを剥がした後には、製造した粘着
フィルムの粘着剤層を保護するため、セパレーターと合わせてもよい。また、被塗布物か
ら剥がした粘着フィルムを、そのまま被着体に貼付してもよい。
【００３８】
　以上説明したように、本発明の粘着フィルムの製造方法によれば、多層コーティングし
た粘着剤層形成用の樹脂層Ａおよび非粘着層形成用の樹脂層Ｂを、エネルギー線照射で同
時に重合・硬化させることにより粘着剤層と非粘着層とを一度に形成するので、非粘着層
に対する粘着剤層の密着性が向上し、被着体に貼付した場合でも、被着体から粘着フィル
ムを剥がした時に糊残りの問題が発生しにくくなる。
　また、本発明によれば、非粘着層および粘着剤層の厚さを自由に設定することができ、
製造上の問題が生じない。よって非粘着層の厚さを薄くすることができ、従来よりも薄型
の粘着フィルムを製造することができる。
　製造工程中、非粘着層を単独でロール状に巻き取る工程がないので、非粘着層に滑材な
ど滑り性を付与するための成分を混入させる必要がない。よって、透明性等の光学特性的
が優れた粘着フィルムを製造することができる。
【００３９】
　粘着剤層形成用の樹脂層Ａおよび非粘着層形成用の樹脂層Ｂとして、無溶剤型のエネル
ギー線硬化性樹脂組成物を用いた場合、溶剤を使用しないので作業環境の悪化や大気汚染
につながる揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の発生もほとんどない。このため、ＶＯＣを回収
・処理する設備を置くための費用やスペースを削減できる。また、エージング（養生）や
乾燥が不要のため、生産に要する時間が短くなり、コンパクトな設備で製造できる。
【００４０】
　表面保護粘着フィルムは、偏光板や各種光学フィルムなどの製造工程で、表面を汚れや
傷つきから防止するとともに、異物の混入や塵・ほこりを防ぐ目的で使用され、各種光学
フィルムの製造工程から、物によっては流通工程まで保護フィルムが使用される。こうし
た各工程でハンドリングした際に浮かないものが要求される。このため、表面保護フィル
ムの粘着力としては、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた接着力測定方法で測定した１８０°
引きはがし接着力が０．０５Ｎ／インチ以上の粘着性能を有することが好ましい。また、
表面保護粘着フィルムを貼ったまま被着体の検査が出来るようにするためには、表面保護
粘着フィルム自体の透明性が必要で、全光線透過率９０％以上、より好ましくは９３％以
上の表面保護粘着フィルムが要求される。
【実施例】
【００４１】
　以下、実施例および比較例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下「部」とあ
るのは重量部である。
【００４２】
（実施例１）
　剥離フィルム（１）として、片面にシリコーン系剥離剤による剥離処理を施した厚さ３
８μｍの二軸延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムを準備した。
　また、粘着剤層（ａ）形成用の流動性ある無溶剤型の高粘度粘着性樹脂組成物（Ａ）と
して、ブチルアクリレート－酢酸ビニル（重量比で３５：６５）共重合体１００部に、ブ
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チルアクリレート３部、酢酸ビニル９部、アクリル酸１８部およびベンゾインイソブチル
エーテル（光重合開始剤）１．２部よりなる粘度６００ｃｐｓ／２０℃の樹脂液を準備し
た。さらに、非粘着層（ｂ）形成用のタックのないＵＶ硬化性樹脂（Ｂ）として、２－ヒ
ドロキシプロピルメタクリレート１００部に光重合開始剤（商品名：Ｉｒｇａｃｕｒｅ１
８４、チバスペシャリティーケミカルス製）を３部混合した混合液を準備した。
【００４３】
　上記の剥離フィルム（１）に、上記の粘着剤層（ａ）形成用の高粘度粘着性樹脂組成物
（Ａ）を厚さ２０μｍと非粘着層形成用のＵＶ硬化性樹脂（Ｂ）を厚さ２５μｍになるよ
う２層コートし、窒素雰囲気下で出力１２０Ｗ／ｃｍ、ランプ距離１５０ｍｍ、積算光量
６００ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射を行ってコーティング層を硬化させた。これによ
り、剥離フィルム（１）／粘着剤層（ａ）／非粘着層（ｂ）の層構成を有する粘着フィル
ムを得た。
【００４４】
　得られた粘着フィルムについて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測
定方法（傾斜角度３０度）でボールタックを測定したところ、非粘着層（ｂ）表面のボー
ルタックは０で、粘着剤層（ａ）表面のボールタックは３であった。
　また、この粘着フィルムをかみそり刃（フェザー安全剃刀株式会社製、製品名ＦＡＳ－
１０）でカットし非粘着層／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面は観察で
きず、連続層いわゆる傾斜層になっていることが確認でき、界面は各樹脂が傾斜層を形成
することで強固に密着していると推定された。
【００４５】
（実施例２）
　実施例１のうち、非粘着層（ｂ）の厚さを９μｍにした以外は実施例１と同様にして粘
着フィルムを得た。
　得られた粘着フィルムについて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測
定方法（傾斜角度３０度）でボールタックを測定したところ、非粘着層（ｂ）表面のボー
ルタックは０で、粘着剤層（ａ）表面のボールタックは３であった。
　また、実施例１と同様に非粘着層／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面
は観察できず、連続層いわゆる傾斜層になっていることが確認できた。
【００４６】
（実施例３）
　粘着剤層（ａ）形成用の流動性ある無溶剤型の粘着性樹脂組成物（Ａ）として、２－エ
チルヘキシルアクリレート３０部、２－ヒドロキシプロピルアクリレート７０部、２－ヒ
ドロキシ－３－アクリロイロキシプロピルメタクリレート０．５０部および光重合開始剤
（商品名：Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４、チバスペシャリティーケミカルス製）３部よりなる
粘度３０ｃｐｓ／２０℃の樹脂液を準備した。また、非粘着層（ｂ）形成用のタックのな
いＵＶ硬化性樹脂（Ｂ）として、メタクリル酸メチル１００部に光重合開始剤（商品名：
Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４、チバスペシャリティーケミカルス製）を３部混合した混合液を
準備した。
　実施例１と同じ剥離フィルム（１）に、上記の粘着剤層（ａ）形成用の粘着性樹脂組成
物（Ａ）を厚さ２０μｍと非粘着層形成用のＵＶ硬化性樹脂（Ｂ）を厚さ２５μｍになる
よう２層コートし、窒素雰囲気下で出力１２０Ｗ／ｃｍ、ランプ距離１５０ｍｍ、積算光
量６００ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射を行ってコーティング層を硬化させた。これに
より、剥離フィルム（１）／粘着剤層（ａ）／非粘着層（ｂ）の層構成を有する粘着フィ
ルムを得た。
　得られた粘着フィルムについて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測
定方法（傾斜角度３０度）でボールタックを測定したところ、非粘着層（ｂ）表面のボー
ルタックは０で、粘着剤層（ａ）表面のボールタックは４であった。
　また、この粘着フィルムの非粘着層／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界
面は観察できず、連続層いわゆる傾斜層になっていることが確認できた。



(11) JP 2008-174612 A 2008.7.31

10

20

30

40

50

【００４７】
（実施例４）
　実施例３のうち、非粘着層（ｂ）の厚さを９μｍにした以外は実施例３と同様にして粘
着フィルムを得た。
　得られた粘着フィルムについて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測
定方法（傾斜角度３０度）でボールタックを測定したところ、非粘着層（ｂ）表面のボー
ルタックは０で、粘着剤層（ａ）表面のボールタックは３であった。
　また、実施例３と同様に非粘着層／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面
は観察できず、連続層いわゆる傾斜層になっていることが確認できた。
【００４８】
（実施例５）
　粘着剤層（ａ）形成用の流動性ある無溶剤型の高粘度粘着性樹脂組成物（Ａ）として、
ハードセグメントとしてベンゼン環を有し、繰り返し単位にアルキル基を有するウレタン
アクリレートオリゴマー１００部および光重合開始剤（商品名：Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４
、チバスペシャリティーケミカルス製）３部よりなる粘度１１５００ｃｐｓ／２０℃の樹
脂液を準備した。この高粘度粘着性樹脂組成物（Ａ）以外は実施例１と同様にして、剥離
フィルム（１）／粘着剤層（ａ）／非粘着層（ｂ）の層構成を有する粘着フィルムを得た
。
　得られた粘着フィルムについて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測
定方法（傾斜角度３０度）でボールタックを測定したところ、非粘着層（ｂ）表面のボー
ルタックは０で、粘着剤層（ａ）表面のボールタックは３であった。
　また、実施例３と同様に非粘着層／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面
は観察できず、連続層いわゆる傾斜層になっていることが確認できた。
【００４９】
（実施例６）
　実施例１の非粘着層形成用のＵＶ硬化性樹脂（Ｂ）の厚さ２５μｍの代わりに、厚さ２
４μｍのＵＶ硬化性樹脂（Ｂ）と乾燥後の厚さ１μｍの紫外線硬化型帯電防止剤（日本ペ
ルノックス株式会社製ペレクトロンＸＪＣ－０２１９）にし、さらに、樹脂塗工後１００
℃で３０秒乾燥工程を入れた以外は実施例１と同様にして、剥離フィルム（１）／粘着剤
層（ａ）／非粘着層（ｂ）／帯電防止層（ｃ）の層構成を有する粘着フィルムを得た。
　得られた粘着フィルムについて、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた傾斜式ボールタック測
定方法（傾斜角度３０度）でボールタックを測定したところ、帯電防止層（ｃ）表面のボ
ールタックは０で、粘着剤層（ａ）表面のボールタックは４であった。
　また、非粘着層／粘着剤層界面、非粘着層と帯電防止剤層界面を顕微鏡観察したところ
、それぞれ明確な界面は観察できず、連続層いわゆる傾斜層になっていることが確認でき
た。
　また、得られた粘着フィルムの表面抵抗率をＪＩＳ　Ｋ－６９１１に準じて測定したと
ころ、表面抵抗率は３．２０×１０10Ω／□であった。
【００５０】
（比較例１）
　粘着剤層（ａ）形成用の高粘度粘着性樹脂組成物（Ａ）として、２－エチルヘキシルア
クリレート－２－ヒドロキシエチルアクリレート（重量比で９７：３）共重合体１００部
にポリイソシアネート硬化剤を３部添加し、トルエン溶媒を加えて粘度５００ｃｐｓに調
整した。実施例１と同じ剥離フィルム（１）に、上記粘着性樹脂組成物（Ａ）を乾燥後の
厚さが２０μｍとなるように塗布し、その後１００℃の熱風循環式オーブンにて１分間乾
燥して溶剤を除去後、粘着剤面に２５μｍＰＥＴフィルム（三菱化学ポリエステルフィル
ム株式会社製ダイヤホイルＴ－１００）を貼合し、剥離フィルム（１）／粘着剤層（ａ）
／ＰＥＴ基材の層構成を有する粘着フィルムを得た。
　実施例１と同様にＰＥＴ基材／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面が観
察できた。
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【００５１】
（比較例２）
　比較例１の２５μｍＰＥＴフィルムの代わりに９μｍＰＥＴフィルム（東洋紡績株式会
社製エステルＥ５０００）を用いた以外は、比較例１と同様にして剥離フィルム（１）／
粘着剤層（ａ）／ＰＥＴ基材の層構成を有する粘着フィルムを得た。
　ＰＥＴ基材／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面が観察できた。
【００５２】
（比較例３）
　２５μｍＰＥＴフィルム（三菱化学ポリエステルフィルム株式会社製ダイヤホイルＴ－
１００）に実施例１の粘着剤層（ａ）形成用の高粘度粘着性樹脂組成物（Ａ）を厚さ２０
μｍになるようコートし、窒素雰囲気下で出力１２０Ｗ／ｃｍ、ランプ距離１５０ｍｍ、
積算光量６００ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射を行ってコーティング層を硬化させた。
その後粘着剤層表面に実施例１と同じ剥離フィルムを貼合し、ＰＥＴ基材／粘着剤層（ａ
）／剥離フィルム（１）の層構成を有する粘着フィルムを得た。
　この粘着フィルムのＰＥＴ基材／粘着剤層界面を顕微鏡観察したところ、明確な界面が
観察できた。
【００５３】
　以上の評価結果を表１にまとめて示す。
　表１における各特性の評価方法は次の通りである。
（全光線透過率）
　粘着フィルムから剥離フィルムを剥がし取り、粘着フィルム（非粘着層またはＰＥＴ基
材／粘着剤層）の全光線透過率を日本電色製ヘイズメーターにて測定する。
（外観）
　得られた粘着フィルムの外観を目視にて観察する。
（粘着剤密着性）
　得られた粘着フィルムの粘着剤面を指の爪で５回擦った際の、粘着剤の脱落状態を目視
にて観察する。
（粘着力）
　得られた粘着フィルムを所定の条件で養生した後、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準じた接着
力測定方法で、粘着フィルム貼合１時間後の１８０度引きはがし接着力を測定する。
　　　養生条件：粘着フィルム加工直後、４０℃×５日保温エージング後
【００５４】
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【表１】

【００５５】
　以上述べたように、実施例１～６の粘着フィルムは、粘着剤と非粘着層との界面を偏光
顕微鏡で断面を観察したときに、明確な界面は観察できず、連続層いわゆる傾斜層になっ
ていることが確認できた。粘着剤の非粘着層に対する密着性、及び粘着フィルムの光学特
性である全光線透過率が９５％以上と高くて良好であり、かつ、粘着剤は粘着力が安定す
るまでの養生期間を必要としない。また、非粘着層を薄くすることも問題なくできる。
【００５６】
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　これに対して、比較例１～３の粘着フィルムは、粘着剤と非粘着層であるＰＥＴ基材と
の界面を光学顕微鏡・偏光顕微鏡で断面を観察したときに、明確な界面が観察され、粘着
剤密着性の評価においても粘着剤の脱落が観察された。
　また、得られた粘着フィルムの光学特性である全光線透過率も市販のＰＥＴフィルムを
用いているため、本発明品に比べて劣っている。さらに粘着力は経時で変化し、安定した
粘着力を得るためには養生期間が必要であり、生産性の観点からは好ましいとは言い難い
。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　本発明の粘着フィルムの製造方法は、各種の表面保護粘着フィルム、特に偏光板等の光
学シートの加工、実装工程で使用される表面保護フィルムの製造に利用することができる
。
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